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2024年度　貸借対照表（2025年3月31日現在）

科　　　　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ　資産の部

1．流動資産
現金預金 158,336,946 206,154,703 △ 47,817,757
未収金 635,927,662 600,891,750 35,035,912
商品 209,551,700 0 209,551,700
前払費用 46,848,423 33,774,701 13,073,722
立替金 10,782,501 358,752,735 △ 347,970,234
仮払金 925,550 1,855,695 △ 930,145

流動資産合計 1,062,372,782 1,201,429,584 △ 139,056,802

2．固定資産
（1）基本財産

基本財産投資有価証券 387,000,000 387,000,000 0
基本財産合計 387,000,000 387,000,000 0

（2）特定資産
NGO支援積立資産 10,000,000 10,000,000 0
役員退職慰労引当資産 16,875,100 14,250,100 2,625,000
事務所移転準備積立資産 160,000,000 147,000,000 13,000,000
特定資産合計 186,875,100 171,250,100 15,625,000

（3）その他固定資産
建物附属設備 31,495,177 38,034,611 △ 6,539,434
什器備品 89,992,893 57,659,551 32,333,342
ソフトウエア 187,176,427 90,814,789 96,361,638
ソフトウェア仮勘定 3,900,000 24,243,800 △ 20,343,800
敷金・保証金 53,277,231 56,285,972 △ 3,008,741
長期前払費用 10,594,161 9,789,564 804,597
前払年金費用 0 18,671,256 △ 18,671,256
投資有価証券 23,114 42,245 △ 19,131
繰延税金資産 79,167,753 40,778,260 38,389,493

その他固定資産合計 455,626,756 336,320,048 119,306,708
固定資産合計 1,029,501,856 894,570,148 134,931,708
資産合計① 2,091,874,638 2,095,999,732 △ 4,125,094

Ⅱ　負債の部

1．流動負債
未払金 96,309,182 151,698,733 △ 55,389,551
賞与引当金 125,448,743 103,017,893 22,430,850
仮受金 9,240,000 9,466,383 △ 226,383
預り金 12,214,675 12,441,570 △ 226,895
前受金 23,556,000 24,405,000 △ 849,000
未払法人税等 37,409,100 45,779,900 △ 8,370,800

流動負債合計 304,177,700 346,809,479 △ 42,631,779

2．固定負債
退職給付引当金 30,999,240 14,075,000 16,924,240
役員退職慰労引当金 16,875,100 14,250,100 2,625,000

固定負債合計 47,874,340 28,325,100 19,549,240
負債合計② 352,052,040 375,134,579 △ 23,082,539

Ⅲ　正味財産の部

1．指定正味財産
出捐金 372,000,000 372,000,000 0

指定正味財産合計 372,000,000 372,000,000 0
（うち基本財産への充当額） （372,000,000） （372,000,000） （0）

2．一般正味財産 1,367,822,598 1,348,865,153 18,957,445
（うち基本財産への充当額） （15,000,000） （15,000,000） （0）
（うち特定資産への充当額） （170,000,000） （157,000,000） （13,000,000）

正味財産合計① - ② 1,739,822,598 1,720,865,153 18,957,445
負債及び正味財産合計 2,091,874,638 2,095,999,732 △ 4,125,094

（単位：円）
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2024年度　正味財産増減計算書（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

科　　　　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ　一般正味財産増減の部
1．経常増減の部
（1）経常収益

①基本財産運用益 1,420,407 982,486 437,921
基本財産受取利息 1,420,407 982,486 437,921

②事業収益 2,100,704,308 2,041,226,027 59,478,281
無償資金協力関連事業収益 1,860,109,979 1,700,252,132 159,857,847
技術協力関連事業収益 21,825,825 53,861,718 △ 32,035,893
借款関連事業収益 58,813,398 70,195,460 △ 11,382,062
国際機関等関連事業収益 12,250,591 24,006,074 △ 11,755,483
政府安全保障能力強化支援事業収益 65,668,500 20,877,500 44,791,000
その他事業受託収益 82,036,015 172,033,143 △ 89,997,128

③雑収益 1,218,934 627,633 591,301
雑収益 1,218,775 627,272 591,503
雑収益（受取利息） 159 361 △ 202

経常収益計（A） 2,103,343,649 2,042,836,146 60,507,503
（2）経常費用

①事業費 1,704,017,065 1,620,293,174 83,723,891
②管理費 351,625,446 302,412,675 49,212,771
経常費用計（B） 2,055,642,511 1,922,705,849 132,936,662

当期経常増減額（C）=（A）−（B） 47,701,138 120,130,297 △ 72,429,159
2．経常外増減の部
（1）経常外収益

経常外収益計 0 0 0
（2）経常外費用

①固定資産売却・除却損 1,821,246 0 1,821,246
②係争関連費用 27,749,737 0 27,749,737
経常外費用計 29,570,983 0 29,570,983

当期経常外増減額（D） △ 29,570,983 0 △ 29,570,983
税引前当期一般正味財産増減額（E）=（C）+（D） 18,130,155 120,130,297 △ 102,000,142
法人税、住民税及び事業税（F） 37,562,203 45,933,010 △ 8,370,807
法人税等調整額（G） △ 38,389,493 7,267,558 △ 45,657,051
当期一般正味財産増減額（H）=（E）−（F）−（G） 18,957,445 66,929,729 △ 47,972,284
一般正味財産期首残高（I） 1,348,865,153 1,281,935,424 66,929,729
一般正味財産期末残高（J）=（H）+（I） 1,367,822,598 1,348,865,153 18,957,445

Ⅱ　指定正味財産増減の部
①一般正味財産への振替額 0 0 0

一般正味財産への振替額 0 0 0
当期指定正味財産増減額 0 0 0
指定正味財産期首残高 372,000,000 372,000,000 0
指定正味財産期末残高（K） 372,000,000 372,000,000 0

Ⅲ　正味財産期末残高（J）+（K） 1,739,822,598 1,720,865,153 18,957,445

（単位：円）
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組織図と役員・評議員

評議員会 理事会

代表理事

業務執行理事

監事

会計監査人

監査室

コンプライアンス・
リスク管理室

業務総括部長

▶業務調整
管理調整室

 

 

 

 

▶調達代理業務以外の業務
業務第一課：国際機関関連業務、

事業・運営権対応型無償、
技術協力関連業務、文化無償

業務第二課：有償資金協力（円借款）関連
日本NGO連携無償に係る
審査業務

事業開拓課：官民連携、民間セクター事業

業務第三部

総務課
人事課
財務・経理課
デジタル戦略推進課

総務部

 

▶地域別調達代理業務と技術業務
地域第五課：中南米、中央アジア・コーカサス
地域第六課：アフリカ仏語圏、北アフリカ仏語圏
地域第七課：アフリカ英語圏、欧州

技術課：機材の品目調査と仕様書作成等の
技術業務

業務第二部

 

▶地域別調達代理業務、OSA関連業務
地域第一課、地域第四課：大洋州
地域第二課、地域第三課：アジア、中東、
　　　　　　　　　　　 北アフリカ

（フィリピン、マレーシア、中央アジア・
 コーカサス、アフリカ仏語圏を除く）

安全保障支援課：
政府安全保障能力強化支援（OSA）及び
フィリピン、マレーシアに関する調達代理業務

業務第一部

▼役員・評議員
役員・会計監査人　2025年8月1日現在　五十音順（役職ごと）

役職 氏名 現職
代表理事 竹内　和樹 一般財団法人日本国際協力システム　代表理事
業務執行理事 樋口　誠一 一般財団法人日本国際協力システム　業務執行理事
理　事 柏原　恭子 キャリアコンサルタント、国際女性の地位協会　理事
理　事 塩島　義浩 公益財団法人資生堂子ども財団　理事長
監　事 古田　満正 古田公認会計士・税理士事務所　公認会計士・税理士
監　事 深山　美弥 シティユーワ法律事務所　弁護士
会計監査人 小谷野　幹雄 小谷野公認会計士事務所　所長、小谷野税理士法人　代表社員、公認会計士・税理士

評議員　2025年8月1日現在　五十音順（役職ごと）
役職 氏名 現職
評議員会会長 柳沢　香枝 元JICA理事、元駐マラウィ共和国特命全権大使、一般社団法人アフリカ協会　理事
評議員 高津　玉枝 株式会社福市　代表取締役
評議員 髙橋　智之 株式会社三菱UFJ銀行　トランザクションバンキング部　部長（経済協力室担当）

評議員 藤巻　秀樹 元北海道教育大学　教育学部国際地域学科　教授、
日本国際学園大学非常勤講師、ジャーナリスト

評議員 渡辺　道雄 株式会社国際開発センター　代表取締役専務取締役、
一般財団法人国際開発センター　代表理事

2024年度は、理事会を4回、評議員会を2回開催しました。
理事会においては、経営概況、事業課題、経営・組織課題などを適時報告し、主要課題について審議しました。

▼組織図（2025年8月1日現在）
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コンプライアンス・行動規範

3. 個人情報保護への取組み
JICSは個人情報を適正に取り扱うことは社会的責任であると考え、個人情報保護基本規程および関連細則を制定し、
2011年6月17日付でプライバシーマークを取得（2025年6月17日付にて8回目の付与適格決定）しています。

コンプライアンス体制図評議員会

理事会

会計
監査人 監事

外部受付
窓口

●コンプライアンス強化
体制・ルールの整備
啓発・研修

●不正など発生時の対応
調査
対応方針と再発防止策の検討

入札等における不正に関する
情報相談窓口

内部受付窓口
（各部門コンプライアンス
責任者、ハラスメント相談員）

弁護士

コンプライアンス・リスク管理室

代表理事
監査室長

各部門コンプライアンス責任者

コンプライアンス委員会

業務執行理事

報告

報告

指示 教育・情報共有

従業員・情報連絡者 応札企業・契約企業

報告・相談 報告・相談

報告

2. コンプライアンス体制

（1）コンプライアンス委員会
代表理事を委員長として、コンプライアンスの強化および不正
等が発生した場合の対応および再発防止策の検討を行います。

（2）コンプライアンス・リスク管理室
組織のコンプライアンス向上のための取組み、リスクマネジメ
ント向上のための組織全体のリスク分析、そしてリスク対策に係
る調整を行います。

（3）監事、会計監査人および税理士による監査
監事は理事会および理事の職務執行を監査します。
会計監査人および税理士は主に財務・経理面の監査を行います。
会計監査人は財務諸表のみならず、調達代理業務にて JICS が被
援助国政府に代わり管理している援助資金の預り金口座の監査も
実施しています。

（4）監査室
代表理事直轄の内部監査担当部門として、他部門から独立した
立場で業務が適正かつ効率的に遂行されているか監査し、代表理
事に報告します。

（5）内部通報制度
法令違反などを未然に防ぐとともに、適切に対処することを目
的として、内部通報制度を設置しています。職制ライン、監事、

顧問弁護士のほか、外部の弁護士を加えた連絡窓口から受け付け
た情報については、コンプライアンス委員会などで適切に調査、
対応します。

（6）入札等における不正に関する情報相談窓口の設置
JICS が実施する入札等の調達手続きにおける公正性の確保お

よび契約相手先による適正な契約履行の確保を目的として、情報
相談窓口を設置しています。

（7）JICS の行動規範
私たちは、次の10項目について組織の原則を定め規範として

行動しています。
① 法人としての責任 
② 質の高いサービスの提供 
③ 法令等の遵守 
④ 海外現地事情への配慮 
⑤ 情報の開示 
⑥ 情報の管理 
⑦ 人権の尊重 
⑧ 反社会的勢力等への対応 
⑨ 環境の保全 
⑩ 職場環境づくり

1. JICSのコンプライアンス方針
JICSの行う国際協力事業における調達業務などにおいては、
日本国政府、日本国民、被援助国政府、被援助国国民、応札企業、
契約企業（納入、施工・コンサルタントなど）、職員などのステー
クホルダー（利害関係者）が存在します。当該ステークホルダーの
利益をいかに確保していくかがJICSの使命ともいえます。
　JICSが行う調達業務は、公共調達に相当するもので、透明性

を確保しつつ公正かつ適正に事業を進めることが求められます。
JICSは、MISSION, VISION, VALUE（巻頭ページ「MVV」を参照）
の理念に則し、法令、行動規範、内部規程などを遵守して適切な
組織運営と適正な業務遂行が行えるコンプライアンス体制を築
くことで、関係者からの高い信頼を維持していきたいと考えて
います。
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JICSの概要 ●団体名
一般財団法人日本国際協力システム
Japan International Cooperation System（JICS）

●所在地
〒104-0053 東京都中央区晴海2丁目5番24号　
晴海センタービル 5階

●代表連絡先
TEL： 03-6630-7870
FAX： 03-3534-6811
E-mail： jics@jics.or.jp
URL： https://www.jics.or.jp/

●代表者
代表理事　竹内和樹　　

●設立
1989年4月12日

●基本財産
3.87億円

●人員数
130名（2025年8月1日現在）

●事業目的 ： 
JICSは、国際社会の平和と安定に寄与することを目指して、
国際協力事業における調達業務及び管理業務等を
実施することを目的とします。

●事業内容 ： 
JICS は、目的を達成するために次の事業を行います。
1. 国際協力事業における調達業務
2. 国際協力事業における管理業務
3. 国際協力事業におけるコンサルティング業務
4. 国際協力事業における調査及び研究
5. 国際協力に関連する建築・土木工事の設計・監理
6. 国際協力に関連するNGO等に対する支援
7. 国際協力に関する普及啓発
8. その他本財団の目的を達成するために必要な事業

●許可業種 ：
一級建築士事務所登録 東京都知事登録 第59804号

●取得資格等 ：
プライバシーマーク、プラチナくるみん認定

●技術者 ：
一級建築士　1名（2025年8月1日）
技術士（環境）　1名

日本国際協力システム 年報2025
2025年3月期

編集・発行：一般財団法人日本国際協力システム
　　　印刷：株式会社トライ

©2025 日本国際協力システム　Printed in Japan
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JICSのプロフィール

　一般財団法人日本国際協力システム（JICS）は、日本
の政府開発援助（ODA）や各種の開発途上国支援におい
て、調達業務および管理業務などを行う、日本で最初
の調達専門機関です。

調達機関の役割

　国民の税金を原資とするODA資金を使った
調達では、品質、経済性、適時性の確保に加えて、
中立性、公正性、競争性、透明性が求められる
ため、公共調達のルールに則って、入札などを
通じて資機材、施設、サービスを購入するとと
もに援助資金の適正な管理が必要となります。
　このため、公共調達や資機材などの調達に係
る専門知識やノウハウを持つ、JICS のような
調達機関が、被援助国政府の代わりにこれらの
手続きを行っています。

ODA
援助の約束

資機材 施設 サービス

JICSの理念（MVV）

　JICS では、組織の理念に掲げている通り、国際社会の平和と安定
に貢献するために、職員一人ひとりが開発途上国の現場や日本での
活動を通じ、サービスの質の向上に努めています。

MVV
●MISSION

私たちは、国際協力分野におけるプレーヤーとして、国際社会の
平和と安定に貢献します。

●VISION
私たちは、国際協力分野における世界最高水準のサービスを提供
できる集団を目指します。

●VALUE
中立性、公正性、透明性
中立的な立場を維持し、公正性・透明性を確保します。

　信頼性
現場の声に耳を傾け、クライアントとの信頼を築きます。

　援助の効果
援助の効果が最大限に活かされるよう努力します。

　創造と挑戦
既成概念にとらわれず、新たなサービスを創造し、提供すること
に挑戦します。

［ 国際協力活動での調達に求められる要件 ］

中立性
適時性 公正性

経済性 競争性

品質 透明性

02 　 代表理事あいさつ
03 　 特集： 座談会

アフリカ開発会議（TICAD）を通じた
日本の開発支援の一翼を担う

06 　 開発協力、ODAとJICS
09 　  JICS 2024年度の主な取組み

事業実績

16 　 JICSの主要事業対象国
18 　  JICSのESG（環境・社会・ガバナンス）

への取組み
19 　 援助形態別・契約先別事業収益実績
20 　 国別主要実績
22 　 2024年度 新規案件
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JICSの概要 ● 団体名
一般財団法人日本国際協力システム
Japan�International�Cooperation�System（JICS）

● 所在地
〒104-0053�東京都中央区晴海2丁目5番24号　
晴海センタービル 5階

● 代表連絡先
TEL：�03-6630-7870
FAX：�03-3534-6811
E-mail：�jics@jics.or.jp
URL：�https://www.jics.or.jp/

● 代表者
代表理事　竹内和樹　　

● 設立
1989年4月12日

● 基本財産
3.87億円

● 人員数
130名（2025年8月1日現在）

● 事業目的 ： 
JICSは、国際社会の平和と安定に寄与することを目指して、
国際協力事業における調達業務及び管理業務等を
実施することを目的とします。

● 事業内容 ： 
JICS は、目的を達成するために次の事業を行います。
1. 国際協力事業における調達業務
2. 国際協力事業における管理業務
3. 国際協力事業におけるコンサルティング業務
4. 国際協力事業における調査及び研究
5. 国際協力に関連する建築・土木工事の設計・監理
6. 国際協力に関連するNGO等に対する支援
7. 国際協力に関する普及啓発
8. その他本財団の目的を達成するために必要な事業

● 許可業種 ：
一級建築士事務所登録�東京都知事登録�第59804号

● 取得資格等 ：
プライバシーマーク、プラチナくるみん認定

● 技術者 ：
一級建築士　1名（2025年8月1日）
技術士（環境）　1名
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